
平成19年3月期 個別中間財務諸表の概要  
平成18年11月15日

会社名 株式会社　城南進学研究社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 4720 本社所在都道府県 神奈川県 

(URL　http://www.johnan.co.jp/)

代表者 役職名 代表取締役社長

 氏名 下  村  勝  己 

問い合わせ先 責任者役職名 総務部長兼経営戦略室長

 氏名 杉  山  幸  広 ＴＥＬ　　（０４４）２４６－１９５１

決算取締役会開催日 平成18年11月15日 配当支払開始日 平成18年12月8日

単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）   

１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 3,673 (△10.1) 373 (△57.0) 438 (△53.2)

17年9月中間期 4,088 (△4.2) 868 (△14.3) 936 (△13.9)

18年3月期 7,069 404 531

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 △407 （ 　－) △48 36

17年9月中間期 483 (△4.4) 55 94

18年3月期 236 27 73

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 8,431,400株 17年9月中間期 8,646,282株 18年3月期 8,538,789株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 7,453 5,652 75.8 670 41

17年9月中間期 8,197 6,434 78.5 763 23

18年3月期 7,900 6,152 77.9 729 71

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 8,431,400株 17年9月中間期 8,431,200株 18年3月期 8,431,400株

②期末自己株式数 18年9月中間期 506,440株 17年9月中間期 506,640株 18年3月期 506,440株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 6,442  △352  △1,225  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△145円29銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年3月期 7.50 7.50 15.00

19年3月期（実績） 3.50 －
7.00

19年3月期（予想） － 3.50

※　上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。

－ 1 －



１．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 1,197,759 1,157,508 1,105,357

２．売掛金 149,027 155,236 45,395

３．有価証券 15,382 24,398 22,812

４．たな卸資産 36,388 45,061 41,120

５．繰延税金資産 89,234 － 82,402

６．その他 294,288 435,087 288,816

貸倒引当金 △894 △931 △272

流動資産合計 1,781,188 21.7 1,816,360 24.4 1,585,632 20.1

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1) 建物 ※1,2 1,234,173 1,156,265 1,209,533

(2) 土地 ※２ 1,415,196 1,415,196 1,415,196

(3) その他 ※1,2 182,899 193,882 194,755

有形固定資産合計 2,832,269 34.6 2,765,344 37.1 2,819,484 35.7

２．無形固定資産 114,735 1.4 101,680 1.3 110,827 1.4

３．投資その他の資産

(1) 投資有価証券 856,007 666,514 810,200

(2) 破産更生債権等 308,968 231,725 308,968

(3) 繰延税金資産 220,255 － 211,105

(4) 敷金及び保証金 2,130,831 1,905,001 2,097,903

(5) その他 171,639 185,095 174,327

貸倒引当金 △218,271 △218,271 △218,271

投資その他の資産
合計

3,469,431 42.3 2,770,065 37.2 3,384,234 42.8

固定資産合計 6,416,436 78.3 5,637,091 75.6 6,314,546 79.9

資産合計 8,197,625 100.0 7,453,452 100.0 7,900,178 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 51,974 60,393 11,901

２．未払法人税等 469,682 123,648 110,972

３．前受授業料等 ※３ 425,938 343,073 431,724

４．賞与引当金 111,370 100,048 121,305

５．校舎再編成損失
引当金

－ 325,545 －

６．その他 ※４ 360,064 412,603 702,855

流動負債合計 1,419,030 17.3 1,365,312 18.3 1,378,758 17.4

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 45,268 68,750 59,100

２．役員退職慰労引当金 298,411 320,552 309,880

３．繰延税金負債 － 46,353 －

固定負債合計 343,680 4.2 435,656 5.9 368,981 4.7

負債合計 1,762,711 21.5 1,800,969 24.2 1,747,740 22.1

（資本の部）

Ⅰ　資本金 655,734 8.0 － － 655,734 8.3

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 652,395 － 652,395

資本剰余金合計 652,395 8.0 － － 652,395 8.3

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 147,000 － 147,000

２．任意積立金 5,440,000 － 5,440,000

３．中間（当期）未処分
利益

902,251 － 592,125

利益剰余金合計 6,489,251 79.2 － － 6,179,125 78.2

Ⅳ　土地再評価差額金 △1,173,901 △14.3 － － △1,173,901 △14.8

Ⅴ　その他有価証券評価差
額金

70,099 0.8 － － 97,648 1.2

Ⅵ　自己株式 △258,664 △3.2 － － △258,563 △3.3

資本合計 6,434,913 78.5 － － 6,152,438 77.9

負債資本合計 8,197,625 100.0 － － 7,900,178 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１．資本金 － － 655,734 8.8 － －

２．資本剰余金

(1) 資本準備金 － 652,395 －

資本剰余金合計 － － 652,395 8.7 － －

３．利益剰余金

(1) 利益準備金 － 147,000 －

(2) その他利益剰余
金

別途積立金 － 5,640,000 －

繰越利益剰余金 － △78,849 －

利益剰余金合計 － － 5,708,150 76.6 － －

４．自己株式 － － △258,563 △3.5 － －

株主資本合計 － － 6,757,716 90.6 － －

Ⅱ　評価・換算差額等

１．その他有価証券評価
差額金

－ － 68,667 0.9 － －

２．土地再評価差額金 － － △1,173,901 △15.7 － －

評価・換算差額等合
計

－ － △1,105,233 △14.8 － －

純資産合計 － － 5,652,482 75.8 － －

負債純資産合計 － － 7,453,452 100.0 － －
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 4,088,171 100.0 3,673,938 100.0 7,069,649 100.0

Ⅱ　売上原価 2,673,352 65.4 2,772,243 75.5 5,221,114 73.9

売上総利益 1,414,818 34.6 901,694 24.5 1,848,535 26.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 546,087 13.4 528,478 14.4 1,443,562 20.4

営業利益 868,731 21.2 373,216 10.1 404,972 5.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 68,391 1.7 65,387 1.8 127,933 1.8

Ⅴ　営業外費用 ※２ 384 0.0 － － 1,236 0.0

経常利益 936,738 22.9 438,604 11.9 531,669 7.5

Ⅵ　特別利益 ※３ 13,018 0.3 21,193 0.6 13,018 0.2

Ⅶ　特別損失 ※4,6 30,461 0.7 401,094 10.9 88,445 1.2

税引前中間（当
期）純利益

919,295 22.5 58,703 1.6 456,241 6.5

法人税、住民税及
び事業税

454,226 107,018 240,656

法人税等調整額 △18,568 435,658 10.7 359,424 466,443 12.7 △21,182 219,474 3.2

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△）

483,637 11.8 △407,739 △11.1 236,766 3.3

前期繰越利益 418,613 － 418,613

自己株式処分差損 － － 20

中間配当額 － － 63,234

中間（当期）未処
分利益

902,251 － 592,125
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日）

株主資本

 資本金

 資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

 資本剰余金

合計
 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成18年３月

31日　残高

（千円）

655,734 652,395 652,395 147,000 5,440,000 592,125 6,179,125 △258,563 7,228,691

中間会計期間

中の変動額

別途積立金

の積立て

（注）

－ － － － 200,000 △200,000 － － －

剰余金の配

当（注）
－ － － － － △63,235 △63,235 － △63,235

中間純損失 － － － － － △407,739 △407,739 － △407,739

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額）

－ － － － － － － － －

中間会計期間

中の変動額合

計（千円）

－ － － － 200,000 △670,975 △470,975 － △470,975

平成18年９月

30日　残高

（千円）

655,734 652,395 652,395 147,000 5,640,000 △78,849 5,708,150 △258,563 6,757,716

 評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月

31日　残高

（千円）

97,648 △1,173,901 △1,076,253 6,152,438

中間会計期間

中の変動額

別途積立金

の積立て

（注）

－ － － －

剰余金の配

当（注）
－ － － △63,235

中間純損失 － － － △407,739

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額）

△28,980 － △28,980 △28,980

中間会計期間

中の変動額合

計（千円）

△28,980 － △28,980 △499,955

平成18年９月

30日　残高

（千円）

68,667 △1,173,901 △1,105,233 5,652,482

（注）　平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

(イ)子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 有価証券

(イ)子会社株式

　　同左

(1）有価証券

(イ)子会社株式

同左

(ロ)その他有価証券

　 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

(ロ)その他有価証券

　 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(ロ)その他有価証券

　 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）

　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任

組合等への出資について

は、組合契約に規定され

る報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎

として、持分相当額を純

額で取り込む方法によっ

ております。

　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

同左

　時価のないもの

　同左

(2) たな卸資産

教材

先入先出法による原価法

(2) たな卸資産

教材

同左

(2) たな卸資産

教材

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

建物 ３～65年

その他 ２～45年

(2) 無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支

払に備えるため、将来の支給見込額

のうち当中間会計期間の負担額を計

上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支

払に備えるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上しており

ます。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末における退職給付

債務に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております（簡便法）。

(3）退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております

（簡便法）。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

(4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、当社規程に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金

同左

(4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、当社規程に基づく期末要支給

額を計上しております。

────── (5)校舎再編成損失引当金

　校舎再編成に係る支出及び損失に

備えるため、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。

──────

４．収益の計上基準 　入学要項に基づいて生徒より受け

入れた授業料は、在籍期間に対応し

て、また入学金は入学時に、それぞ

れ収益として売上高に計上しており

ます。

 同左 同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理方法

同左

(1)消費税等の会計処理方法

同左

会計処理方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより、営業利益及び経

常利益はそれぞれ3,039千円増加し、税引前

中間純利益は26,087千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき、各資産の金

額から直接控除しております。

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当期より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

6号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞ

れ6,079千円増加し、税引前当期純利益は

75,737千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき、各資産の金額か

ら直接控除しております。

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は5,652,482千円であります。

　なお、当中間会計期間末における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

 ──────
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日）

　「証券取引法等の一部を改正する法律」（第97号）が平成16年6月

9日に公布され、平成16年12月1日より適用となったこと及び「金融

商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成

17年2月15日付で改正されたことに伴い、前中間会計期間末まで「そ

の他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資を、当中間会計期間末において「投資有価証

券」と表示しております。

　なお、前中間会計期間末及び当中間会計期間末における当該出資

の金額はそれぞれ51,735千円及び49,175千円であります。

 ──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度
（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

         1,485,745千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

                  1,619,475千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

         1,550,254千円

※２．担保に供している資産及び対応する債

務は、次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

※２．担保に供している資産及び対応する債

務は、次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

※２．担保に供している資産及び対応する債

務は、次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

建物 175,961千円

土地 269,874

有形固定資産

その他(構築物)
951

合計 446,786

建物 167,691千円

土地 269,874

有形固定資産

その他(構築物)
1,608

合計 439,174

建物 171,663千円

土地 269,874

有形固定資産

その他(構築物)
1,783

合計 443,321

(ロ)上記に対応する債務

担保権によって担保されている債務

はありませんが、銀行取引について

担保提供をしています。

(ロ)上記に対応する債務

同左

(ロ)上記に対応する債務

同左

※３．前受授業料等とは、生徒からの授業料

の前受分であり、下期の授業料への充当

が予定されているものであります。

※３．　 同左 ※３．前受授業料等とは、翌期入学予定の生

徒からの授業料の前受分であり、翌期の

授業料への充当が予定されているもので

あります。

※４．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。

※４．消費税等の取扱い

同左

※４．　　　　　―――――

５．偶発債務

(イ)債務保証

次の関係会社について、金融機関か

らの借入金に対し債務保証を行って

おります。

５．　　　　　――――― ５．偶発債務

(イ)債務保証

次の関係会社について、金融機関か

らの借入金に対し債務保証を行って

おります。

株式会社

ジェイアシスト
150,000千円

株式会社

ジェイアシスト
150,000千円

６．当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。

当中間会計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。

６．当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。

当中間会計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。

６．当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。

当期末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 800,000千円

借入実行残高 －

差 引 額 800,000

当座貸越極度額 800,000千円

借入実行残高 －

差 引 額 800,000

当座貸越極度額 800,000千円

借入実行残高 －

差 引 額 800,000
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

受取利息 5,333千円

投資有価証券売却益 34,641

受取利息 4,725千円

投資有価証券売却益 35,610

受取利息 10,169千円

投資有価証券売却益 40,177

※２．営業外費用の主要項目 ※２．　　　　　――――― ※２．営業外費用の主要項目

自己株式買付手数料 383千円 投資事業組合損失 821千円

※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目

保険解約益 13,018千円 賞与引当金戻入額 21,193千円 保険解約益 13,018千円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目

固定資産除却損

　賃借物件原状

　回復費
1,334千円

減損損失 29,127

固定資産除却損

　建物 1,829千円

　その他 411

　賃借物件原状

　回復費
2,119

　　合計 4,360

貸倒損失 4,000

減損損失 67,189

校舎再編成損失

引当金繰入額
325,545

固定資産除却損

　建物 2,112千円

　その他 1,868

　賃借物件原状

　回復費
2,649

　　合計 6,629

減損損失 81,816

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 72,364千円

無形固定資産 13,842

有形固定資産 73,298千円

無形固定資産 14,245

有形固定資産 151,626千円

無形固定資産 27,553

※６．減損損失

　　　当社は、当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

東京都

新宿区
校舎

建物 13,712

その他 15,414

計 29,127

　　　当社は、遊休資産については個別の物

件毎に、事業用資産については事業所（校

舎・教室）ごとにグルーピングをしてお

ります。

　　　事業用資産につきましては、近隣の同

業他社との厳しい競争の結果、営業損益

の悪化が予想される校舎について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（29,127千円）として特

別損失に計上いたしました。

　　　なお、当該事業用資産の回収可能価額

は使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローに基づく評価額

がマイナスであるため、回収可能価額は

零と算定しております。

※６．減損損失

　　　当社は、当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

埼玉県

さいた

ま市

校舎

建物 61,623

その他 5,566

計 67,189

　　　当社は、遊休資産については個別の物

件毎に、事業用資産については事業所（校

舎・教室）ごとにグルーピングをしてお

ります。

　　　事業用資産につきましては、近隣の同

業他社との厳しい競争の結果、営業損益

の悪化が予想される校舎について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（67,189千円）として特

別損失に計上いたしました。

　　　なお、当該事業用資産の回収可能価額

は使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローに基づく評価額

がマイナスであるため、回収可能価額は

零と算定しております。

 ※６．減損損失

　　　当社は、当事業年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上し

ております。

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

東京都

新宿区
校舎

建物 13,712

その他 15,414

東京都

豊島区
校舎

建物 43,770

その他 8,919

校舎 81,816

　　　当社は、遊休資産については個別の物

件毎に、事業用資産については事業所（校

舎・教室）ごとにグルーピングをしてお

ります。

　　　事業用資産につきましては、近隣の同

業他社との厳しい競争の結果、営業損益

の悪化が予想される校舎について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（81,816千円）として特

別損失に計上いたしました。

　　　なお、当該事業用資産の回収可能価額

は使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローに基づく評価額

がマイナスであるため、回収可能価額は

零と算定しております。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 506,440 － － 506,440

合計 506,440 － － 506,440

（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　内容の重要性が乏しく、契約１件当

たりの金額が少額なリース取引のため

中間財務諸表等規則第５条の３の規定

により記載を省略しております。

　同左 　内容の重要性が乏しく、契約１件当

たりの金額が少額なリース取引のため

財務諸表等規則第８条の６第６項の規

定により記載を省略しております。

（有価証券関係）

　前中間会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成

18年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 763円23銭 １株当たり純資産額 670円41銭 １株当たり純資産額 729円71銭

１株当たり中間純利益金額 55円94銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金額
55円75銭

１株当たり中間純損失金額 48円36銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金額
－

（注）潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額につきましては、１

株当たり中間純損失が計上され

ているため、記載しておりませ

ん。

１株当たり当期純利益金額 27円73銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
27円62銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） － 5,652,482 －

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額（千

円）
－ 5,652,482 －

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
－ 8,431,400 －
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２．１株当たり中間（当期）純利益金額、１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額又は中

間純損失金額（△）

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

（千円）
483,637 △407,739 236,766

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益又は中

間純損失（△）（千円）
483,637 △407,739 236,766

期中平均株式数（株） 8,646,282 8,431,400 8,538,789

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 28,559 － 32,981

　（うち新株予約権） (28,559) (－) (32,981)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後1株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

－

旧商法第280条の20及び第280条

の21の規定に基づき発行した新

株予約権

株式の種類 普通株式

目的となる株式の

数
336,000株

行使時の払込金額
１株当たり

490円

行使により株式を

発行する場合の発

行価格

490円

資本組入額 245円

－

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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